
平日における東京中心部への人口集中状況

① 東京中心部に着目しても、諸外国の主要都市に比べ、都心部の昼間時の人口集中が突出

② 毎日、都心部と郊外部の間で大量の交通が発生している

■主要都市の昼夜人口密度■主要都市の昼夜人口密度

東京 ロンドン パリ ﾆｭｰﾖｰｸ

中心部 596 285

（人/ha）

昼間

中心部 596 285
151 327

周辺部 185 97

外周部 54 29 45 17

昼
間

外周部 54 29 45 17

中心部 89 106
215 267

周辺部
夜間

周辺部 158 114

外周部 146 64 67 85

夜
間

出典（東京） ：平成22年国勢調査（夜間人口）
：東京都統計年鑑 平成18年事業所・企業調査結果（昼間就業人口）

出典（ロンドン） 2010 Mid Y P l ti E ti t （夜間人口）

中心部の昼夜率
（昼間／夜間） 6.7倍 2.7倍 0.7倍 1.2倍

中心部
105k㎡ 中心部

61k㎡

中心部
47k㎡

中心部
42k㎡

周辺部
57k㎡

出典（ロンドン） ：2010 Mid-Year Population Estimates（夜間人口）
：NOMIS Official Labor Market Statistics（昼間就業人口）

出典（パリ） ：Institut National de la Statistique et des Études Économiques , 
Chiffres clés sur un territoire（夜間人口、昼間就業人口）

出典（ニューヨーク） ：US Census Bureau, State & County QuickFacts
（夜間人口、昼間就業人口）

外周部
772k㎡

外周部
658k㎡

外周部
458k㎡

周辺部
121k㎡

外周部
489k㎡
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東京圏の利用交通手段の状況（毎日の移動を支える公共交通①）

① 東京23区内は、公共交通が交通手段の半分を占めており、他の都市・諸外国に比べて突出

② 地下鉄等都市鉄道網が発達しており、鉄道の延長は、都道以上の一般道の道路ネットワークに匹敵
しており、地下鉄による輸送人員も他の都市・諸外国に比べて突出

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■主要都市の交通手段分担率 ■鉄道と道路の施設延長比較

1,000

1,200

899ｋｍ

1,059ｋｍ

国道国道 17％

50

18
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46

38

37

2東京区部

名古屋市 400

600

800

施
設

延
長

（
km

) JRJR

私鉄私鉄32％

32％

191ｋｍ

都道都道 83％

26

19

18

50

56

31

大阪市

ロンドン
出典：平成20年 東京都市圏パーソントリップ調査

0

200

鉄道営業キロ
（23区外最寄駅まで）

首都高速道路
（東京都内）

国道＋都道
(東京都内）

地下鉄地下鉄36％

191ｋｍ

22

18

33

46

39

36

6ニューヨーク

パリ 10.0

12.0

万
人
/k
m

）

■地下鉄の営業キロ当たり輸送人員比較

（首都高）道路統計年報2011

公共交通 自動車 徒歩・自転車 その他

4.0

6.0

8.0
キ

ロ
あ

た
り

輸
送

人
員

（
百

万

出典（東京23区） ：平成20年 東京都市圏パーソントリップ調査
出典（名古屋 大阪）：平成17年 全国都市交通特性調査

0.0

2.0

東京 大阪 名古屋 ロンドン ニューヨーク パリ

営
業

キ出典（名古屋、大阪）：平成17年 全国都市交通特性調査
出典(ロンドン、パリ）：Mobility in Cities. UTIPデータベース
出典（ニューヨーク）：New York State 2009 NHTS Comparison Report

出典：世界の地下鉄（（社）日本地下鉄協会）より作成
注）東京は、東京メトロと都営地下鉄を合わせた値
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東京の自動車利用状況①（都心10km圏を中心とした動き）

① 都心10km圏に足を持つ交通の約8割は圏域内の交通。その半分以上がタクシー利用

② 都心から移動距離が長くなるほど、自家用乗用車や貨物車などが増え、同時に高速道路の利用率が
高くなる

■都心10km圏内発着トリップの距離帯別高速道路利用率の状況

③ しかし、都心と中長距離を結ぶ大型車の高速道路利用率は、小型車に比べて低い傾向にある

■都心10km圏内発着トリップの距離帯別車種構成比 ■都心10km圏内発着トリップの距離帯別高速道路利用率の状況

③都心10km圏⇔20～30km圏

■都心10km圏内発着トリップの距離帯別車種構成比

距離帯別トリップ数 距離帯別車種構成比

自家用
乗用車

タクシー バス 貨物車

小型車46%
大型車32%小型車9%

大型車12%

②都心10km圏⇔10～20km圏

③都心 圏 3 圏

①都心10km圏
内々

79%
(5,897)

19% 58% 1% 22%

小型車69%
①都心10km圏内々 ④都心10km圏⇔30km圏外

15%
(1 107) 36% 26% 2% 35%

小型車1%
大型車1%

小型車69%
大型車52%②都心10km圏

⇔10～20km圏

③都心10km圏
⇔20～30km圏

3%
3%

(1,107) 36% 26% 2% 35%
50% 15% 35%1%
52% 6% 1% 40%

(250)
(234)

出典 平成17年度道路交通センサスOD調査OD集計用マスターデータ（平日）

圏

④都心10km圏
⇔30km圏外

括弧内：トリップ数（千トリップ）
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東京の自動車利用状況②（時間帯別状況）

① 平日は、7～18時に混雑しており、業務目的の車両が流動する時間帯に渋滞が発生

② 休日は、16～18時に混雑が発生するが、平日と比較すると全体的な渋滞量は少ない

③ 業務時間帯には 都心部の一般道や湾岸線 都心環状線で混雑が発生③ 業務時間帯には、都心部の 般道や湾岸線、都心環状線で混雑が発生

4
17

4
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254

■東京23区内時間帯別渋滞量の推移
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平日

平日混雑時間帯

休日混雑ピーク
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30分以上
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休日

分散させる
工夫

分散させる
工夫

10km0平日朝ピーク（8時台）

6

4
17

254

6

4
17

254

10km0平日朝（5時台）

50

100

渋
滞

量
（
km

14

20

246

357

14

20

246

357

0
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

時間帯（時）

【集計対象期間】2010年10月平日（20日間） 出典 VICS符号情報よりそれぞれの時間帯の平均渋滞時間を算出

10km0

1時間当たり平均渋滞時間（平日）

5分未満
5～10分
10～30分
30分以上
特別区

高速・首都高　一般道

15

1

平日業務時間帯（10時台） 10km0

1時間当たり平均渋滞時間（平日）

5分未満
5～10分
10～30分
30分以上
特別区

高速・首都高　一般道

15

1

平日夜（22時台）

【集計対象期間】 2010年10月平日（20日間）、土休日（11日間）
出典 VICS符号情報より渋滞量（km・h）を算定28



首都高速の自動車利用状況（時間帯別状況）

① 平日は、朝7～11時、夕17～19時に混雑

② 休日は、17～18時に混雑が発生するが、平日と比較すると全体的な渋滞量は少ない

③ 最も混雑する平日の18時台には 都心環状線のジャンクションを中心に混雑が発生

■首都高速全線時間帯別渋滞量の推移（平日・休日）

休日混雑ピーク

■平日18時台の渋滞状況

③ 最も混雑する平日の18時台には、都心環状線のジャンクションを中心に混雑が発生

平日混雑時間帯

休日混雑ピ ク

1時間当たりの平均渋滞時間

5分以上～10分未満5分未満 10分以上～30分未満 30分以上

【集計対象期間】 2010年10月平日（20日間）、日曜祝日（6日間）
出典：首都高速 車両感知器データ

※渋滞とは20㎞/h以下の状態
【集計対象期間】2010年10月平日（20日間）
出典：首都高速 車両感知器データ

5分以上 10分未満5分未満 10分以上 30分未満 30分以上
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東京での貨物車の利用状況（例：国際海上ｺﾝﾃﾅ積載車両の流動の特徴①）

○ 東京港を出入りする国際海上コンテナ※積載車両の流動は、関東地方や東海地方を中心に、全国に
及んでいる（※国際海上コンテナ=20ft,40ftコンテナ）

■東京港から内陸部への輸送における国際海上コンテナ積載車両の行き先

経路

経路申請件数
（着都道府県別）

※ 平成２２年度特車申請の
データに基づく経路別申請の
件数を集計して作成

1万～3万経路
3万経路～

件数を集計して作成

経路申請件数

1～2千経路
2千～1万経路
1万経路～

※主要地方道以上のみ表示
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東京での貨物車の利用状況（例：国際海上ｺﾝﾃﾅ積載車両の流動の特徴②）

○ 東京港から東京以北へ向かう国際海上コンテナ積載車両に限定すると、首都高速を利用しない車両
が約6割と多く、その約6割が中央環状線の内側の一般道を走行経路としている

首
都

川
口 国 対象となる申請経路（※）数：約26万件

■東京港から内陸部への輸送における国際海
上コンテナ積載車両の経路申請の状況

■東京港から内陸部への輸送における高速道路利用状況
（申請ベース）

都
高

口
線

国
道
4
号

対象となる申請経路（※）数：約26万件

首都高速利用無し：約約66割割 首都高速利用有り：約約44割割

環
七
通
り

首
都
高
中
央
環
状
線

首
都

９
号

環
七
通
り

58% 42%
線

首都高湾岸線

首都高
台場線

海
岸
通

国
道
15
号

都
高

号
線

経路申請件数（高速） 36% 64%
東京港

（大井ふ頭）

通
り1～2千経路

2千～1万経路
1万経路～

経路申請件数（一般）

1～2千経路
2千～1万経路
1万経路～

※ 到着地を東京都心を通過する可能性のある東京以北（北海道、東北、新潟、北関東、埼玉、千葉、東京（23区以外））に限定

環七通りなど着色エリア外
の一般道利用

着色エリア内の一般道利用：
首都高利用無しの約約66割割

31



国際海上コンテナの規格と積載車の諸元

① 国際海上コンテナは、ISO規格によって所定のサイズが定められている

② 40ｆｔ背高コンテナを積載した場合、車両の高さが4.1mとなるため、一般に、公道を通行する際には、特
殊車両通行許可を受ける必要があり、コンテナに最大限積載した場合には、重さの面からも通行許可積載
を受ける必要がある

車両制限令第３条第１項に基づく車両の一般的制限値（上限値） 40ｆｔ背高コンテナ車

高さ３．８ｍ
※指定道路４．１ｍ

長さ１２ｍ
幅２．５ｍ

最小回転半径１２ｍ

（隣り合う車軸
の軸距により）
１８ｔ～２０ｔ

ンテナ用セミトレ ラ（約１３ ５ ）によるフル積載 総重量44t

4.1m

最小回転半径１２ｍ

総重量 ２０ｔ ※指定道路２５ｔ

（車両自重＋積載物重量＋乗員）軸重１０ｔ

輪荷重５ｔ輪荷重５ｔ

コンテナ用セミトレーラ（約１３．５ｔ）によるフル積載＝総重量44t

ＩＳＯ規格海上コンテナ
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国際海上コンテナの国際・国内シェア

① 国際海上コンテナの国際的なシェアは、近年、40ｆｔ背高コンテナが伸びている

② 国内においても、40ｆｔ、40ｆｔ背高コンテナのシェアは7割強を占める

16000

18000
20FT

40FT

15178

予測値

40FT

【国際海上コンテナの国際シェアの推移】

10000

12000

14000

T
E
U

）

40FT

40FT(背高）

45ＦＴ（背高）

その他

10200
9841

40FT

（背高）

4000

6000

8000(千

5355

5809

7458

3416

45FT

0

2000

94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

資料 M k t A l i WORLD CONTAINER CENSUS 2010(I f )のﾃﾞ ﾀを元に国総研港湾研究部作成

513413579

96

3010 45FT

資料：Market Analysis WORLD CONTAINER CENSUS 2010(Informa)のﾃ ｰﾀを元に国総研港湾研究部作成

【国際海上コンテナの国内シェア（2008）】

27% 73% 0 2%日本
20ｆｔ

27% 73% 0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本
40ｆｔ

その他

資料：港湾統計2009により作成(TEU換算ベース）
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都心部における大型車対策

① 都心部の大型車対策としては、一般道から高速利用への転換を促進するとともに、都心部に用のない通過交通につ

いては、外側の環状道路へ誘導するなど、都心部への流入を調整する工夫が必要

② 具体的には、高速道路ネットワークとして、

国際海上 ンテナ車が通行できない箇所に いては 高速利用を促進する観点から ネ トワ クの状況も・国際海上コンテナ車が通行できない箇所については、高速利用を促進する観点から、ネットワークの状況も
踏まえつつ、早期に解消を図る（首都高速道路において7カ所存在）

・都心部に用のない通過交通については、外側の環状道路の充実を図り、料金施策などを含め、その利用を誘導

などに取組むことが必要

■国際海上コンテナ車の高速利用状況 ■首都高速における国際海上コンテナ車の通行支障区間

板橋JCT
熊野町JCT

小菅JCT

江北JCT首都高速を利用しない国際海上コンテナ積載車両は
5割を超過（申請件数ベース）

北の丸トンネル
両国JCT

熊野町JCT

中央環状線

高速利用あり 高速利用あり 高速利用あり 高速利用なし

28％ 17% 21% 34%

北の丸トンネル

信濃町トンネル
霞ヶ関トンネル

飯倉トンネル
（外回り）

汐留トンネル

委員の主なご意見

東京港から内陸部への輸送における
国際海上コンテナ積載車両経路申請件数

葛西JCT

箱崎JCT西新宿JCT

大橋JCT

NEXCO
＋

首都高速

（首都高速のみ） （NEXCOのみ）
弾正橋

• 大型コンテナ車などについては、安全な高速走行の
確保、環状道路への迂回誘導が必要

• 大型車に首都高速をもう少し使って頂くよう誘導すべき

委員の主なご意見

国際海上コンテナ車（高さ4.1m）

有明JCT

大井JCT

大型車に首都高速をもう少し使って頂くよう誘導すべき
ではないか

• 曲がりくねった首都高速における大型車の安全な走行
の確保について検討が必要

羽田トンネル

国際海上コンテナ車（高さ4.1m）
通行支障区間
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交通量の変化のイメージ 概略試算

■中央環状品川線整備後の現況・将来比較 ■都心環状線を撤去した場合の影響

晴
海
線

晴
海
線

Ｈ42の将来交通量／Ｈ22現況交通量

中央環状品川線
Ｈ42の将来交通量（都環撤去）／Ｈ42将来交通量

中央環状品川線

交通量が減少する路線 交通量が相当程度減少する路線

交通量が増加する路線 交通量が相当程度増加する路線

（凡例）

23区一般道増加エリア
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